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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局議事課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 委員会傍聴事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 住民等の委員会傍聴許可申請に対応する。
（根拠法令等） （秋田県議会委員会条例）

個人情報取扱事務を所管 議会事務局議事課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 委員会傍聴者

個人情報の対象者 委員会傍聴者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個人情報の処理 ■ 文書･図画・写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）
■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 委員会傍聴許可申請書

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局議事課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 請願・陳情等処理事務 ２枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 県に対し住民等が一定の希望や意見を述べる請願・陳情等を受理

（根拠法令等） し、議会の審査に付する （秋田県議会会議規則）。

個人情報取扱事務を所管 議会事務局議事課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 請願者・陳情者

個人情報の対象者 請願者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個人情報の処理 ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 請願書、請願文書表、請願一覧表、請願審査資料

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局議事課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 請願・陳情等処理事務 ２枚中２枚

個人情報取扱事務の目的 県に対し住民等が一定の希望や意見を述べる請願・陳情等を受理

（根拠法令等） し、議会の審査に付する （秋田県議会会議規則）。

個人情報取扱事務を所管 議会事務局議事課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 請願者・陳情者

個人情報の対象者 陳情者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個人情報の処理 ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 陳情書等、陳情文書表、陳情等一覧表、陳情等審査資料

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 議員の資産等の公開に関する事務 （１枚中１枚）

県議会議員が、自らその資産等を公開することにより、政治倫理

個人情報取扱事務の目的 の確立を期し、もって民主政治の健全な発展に資することを目的と

（根拠法令等） する。

（ ）政治倫理の確立のための秋田県議会議員の資産等の公開に関する条例

個人情報取扱事務を所管 議会事務局総務課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 資産等報告書閲覧請求者

個人情報の対象者 資産等報告書閲覧請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 法人その他の団体

□ 個人 □（ ）

個人情報の処理 ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 資産等報告書閲覧請求書

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 議会図書室における閲覧及び貸出しに関する事務 （ １枚中 １枚）

議会図書室では、議員の利用に支障がないと認められる場合には、

個人情報取扱事務の目的 図書室を一般に利用させることができる。

（根拠法令等） （秋田県議会図書室規程）

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 議会図書室利用者

個人情報の対象者 議会図書室利用者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（所属・勤務先）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個人情報の処理 ■ 文書･図画・写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ 資料貸出簿

れている主な行政 閲覧カード

文書の名称 ブックカード
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 訴訟事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 県を当事者とする訴訟の遂行のため

（根拠法令等）

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 訴訟当事者 訴訟代理人 証人

個人情報の対象者 訴訟当事者 訴訟代理人 証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第６号該当） □ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は ■ 同一実施機関内 ■ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 ■ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

個人情報の処理 ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：当該事件の一切の訴訟行為を行う権限 ）

の委託 □ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 訴状、準備書面、判決

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政不服審査法に基づく不服申立てに関する事務 ３枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 行政不服審査法に基づく不服申立てがなされた場合に、当該不服

（根拠法令等） 申立てに対する決定又は裁決を行うための事務処理をするもの

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 不服申立人、参加人、代理人、参考人

個人情報の対象者 不服申立人、参加人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の区分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個人情報の処理 ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ 不服申立書

れている主な行政 不服申立てに対する決定又は裁決書

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政不服審査法に基づく不服申立てに関する事務 ３枚中２枚

個人情報取扱事務の目的 行政不服審査法に基づく不服申立てがなされた場合に、当該不服

（根拠法令等） 申立てに対する決定又は裁決を行うための事務処理をするもの

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 不服申立人、参加人、代理人、参考人

個人情報の対象者 代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

個人情報の処理 ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 不服申立てについて代理権が授与されたことを証する委任状等

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 議会事務局政務調査課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政不服審査法に基づく不服申立てに関する事務 ３枚中３枚

個人情報取扱事務の目的 行政不服審査法に基づく不服申立てがなされた場合に、当該不服

（根拠法令等） 申立てに対する決定又は裁決を行うための事務処理をするもの。

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 不服申立人、参加人、代理人、参考人

個人情報の対象者 参考人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 出版報道等

の区分 □ 国・他の地方公共団体

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 法人その他の団体

□ 個人 □（ ）

個人情報の処理 ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 参考人の陳述に関する調書

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県情報公開条例又は秋田県議会公文書公開要綱に基づく行政

（根拠法令等） 文書の公開請求に対する決定、公開等の事務を行うもの

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 公開請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（請求内容又は知りたいと思う事項）9
■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

個人情報の処理 ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ 行政文書公開請求書、決定通知書等

れている主な行政

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中２枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県情報公開条例に基づく行政文書の公開請求に対する決定、

（根拠法令等） 公開等の事務を行うもの

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

個人情報の処理 ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 行政文書の公開に係る意見書

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県個人情報保護条例に基づく個人情報の開示に対する決定等

（根拠法令等） の事務を行うもの

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 開示･訂正請求者､是正申出者､苦情申出･相談者､開示請求に係る個人

情報に含まれる第三者､法定代理人による開示請求に係る未成年者

個人情報の対象者 開示･訂正請求者、是正申出者、苦情申出・相談者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

個人情報の処理 ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 個人情報開示請求書、個人情報訂正請求書、個人情報取扱是正申出書等

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中２枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県個人情報保護条例に基づく個人情報の開示に対する決定等

（根拠法令等） の事務を行うもの

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 開示･訂正請求者､是正申出者､苦情申出･相談者､開示請求に係る個人

情報に含まれる第三者､法定代理人による開示請求に係る未成年者

個人情報の対象者 開示請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求

に係る未成年者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

個人情報の処理 ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ 個人情報の開示に係る意見書

れている主な行政 意思確認書

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 議会事務局総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録事務 ２枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 財務会計システム上、出納業務で使用する債権債務者の情報は、

（根拠法令等） 全て事前に登録しておく必要があるため

個人情報取扱事務を所管 各課室所

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 債権者

個人情報の対象者 債権者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助8
■ 取引金融機関・預金種別・口座番号

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個人情報の処理 ■ 文書･図画・写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：財務会計オンラインシステム

（ ）形態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：財務会計オンラインシステム

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容： 財務会計オンラインシステム管理委託 ）

の委託 □ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 債権債務者登録確認票

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 ■全庁共通 □地方機関共通 □固 有 議会事務局総務課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録事務 （２枚中２枚）

個人情報取扱事務の目的 財務会計システム上、出納業務で使用する債権債務者の情報は、

（根拠法令等） 全て事前に登録しておく必要があるため

個人情報取扱事務を所管 各課室所

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 債務者

個人情報の対象者 債務者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個人情報の処理 ■ 文書･図画・写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：財務会計オンラインシステム

（ ）形態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：財務会計オンラインシステム

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容： 財務会計オンラインシステム管理委託 ）

の委託 □ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 債権債務者登録確認票

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成１５年４月１日 開始(変更)年月日 平成１５年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 政務活動費に関する事務 ２枚中１枚

県議会議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として、県

個人情報取扱事務の目的 が県議会の会派及び議員に政務活動費を交付し、会派及び議員は収

（根拠法令等） 支報告書（領収書を添付）を提出するものである。

（秋田県政務活動費の交付に関する条例）

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 政務活動費収支報告書閲覧請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 政務活動費収支報告書閲覧請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
( 又 は に 該項 2 3
当するものを除目

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関
個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個人情報の処理 ■ 文書･図画・写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：財務会計オンラインシステム

（ ）形態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：財務会計オンラインシステム

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： 財務会計オンラインシステム管理委託 ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 政務活動費収支報告書等閲覧請求書

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成２１年４月１日 開始(変更)年月日 平成２０年４月１日

個人情報取扱事務の名称 政務活動費に関する事務 （２枚中２枚）

県議会議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として、県

個人情報取扱事務の目的 が県議会の会派及び議員に政務活動費を交付し、会派及び議員は収

（根拠法令等） 支報告書（領収書を添付）を提出するものである。

（秋田県政務活動費の交付に関する条例）

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者 政務活動費収支報告書閲覧請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（企業名 等 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（領収書 ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個人情報の処理 ■ 文書･図画・写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：財務会計オンラインシステム

（ ）形態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：財務会計オンラインシステム

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： 財務会計オンラインシステム管理委託 ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ

れている主な行政 政務活動費収支報告書

文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 議会事務局政務調査課組織の名称

登録年月日 平成２１年４月１日 開始(変更)年月日 平成２０年１０月８日

（ ）個人情報取扱事務の名称 県議会への意見募集等に関する事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 広聴制度としての「県議会への意見募集等」に係る事務

（根拠法令等） （県議会への意見募集等に関する実施要領）

個人情報取扱事務を所管 議会事務局政務調査課

する組織の名称

個人情報の対象者の区分 意見投稿者

個人情報の対象者 意見投稿者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 ■（年代 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用又 目的外の利用又は □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

は提供の状況 提供先 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独

（ ）立行政法人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □

個人情報の処理 ■ 文書･図画・写真 ■電磁的記録（媒体・システム名：県サーバ）

形態 オンライン結合の有無 □ 有（ ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の委託 ■ 無

個人情報が記録さ 県議会への意見（ テーマ」に対するもの）「

れている主な行政 自由投稿意見（上記を除く ）。

文書の名称



選挙管理委員会
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 選挙管理委員会人事関係事務 １枚中 １枚

県議会が選挙管理委員会委員及び補充員を選挙する際に、候補者情報

個人情報取扱事務の目的 を提供する。

（根拠法令等） （地方自治法第１８２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 有権者（委員候補者及び補充員候補者）

個人情報の対象者 有権者（委員候補者及び補充員候補者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 選挙権

2思想・信条等 ■ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の ■ 法令等 地自法第１８２条第５項

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ■ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 人物評価

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 選挙管理委員会人事関係

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 表彰事務 １枚中 １枚

国政選挙後、選挙事務等に貢献した個人に対して、内閣総理大臣、総

個人情報取扱事務の目的 務大臣、都道府県選挙管理委員会連合会又は(公財)明るい選挙推進協会

（根拠法令等） が表彰を行うが、それらの被表彰候補者を推薦する。

（表彰を行う都度表彰団体から示される選考基準）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰者

県・市町村選挙管理委員会の委員又は職員、県・市町村明るい選挙推進協議会の委員個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 推薦理由

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第７号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 報道機関

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 表彰の潜在候補者に関する調査について（回答）

されている主な 被表彰者推薦調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 選挙争訟関係事務 １枚中 １枚

県選挙管理委員会が管理執行する選挙に関して異議申出又は市町村選

個人情報取扱事務の目的 挙管理委員会が管理執行する選挙に関して審査申立てがなされた場合

（根拠法令等） に、これを審理し、決定又は裁決する。

（公職選挙法第２０２条、２０６条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 異議申出人、審査申立人、意見陳述人、代理人

個人情報の対象者 異議申出人、審査申立人、意見陳述人、代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（選挙権 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 審査申立書、委任状、決定書、裁決書

されている主な 口頭による意見陳述について

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 寄附金控除のための書類の確認事務 １枚中 １枚

政治団体に寄附した者が所得税の優遇措置を受けるためには、当該政

個人情報取扱事務の目的 治団体が作成した「寄附金（税額）控除のための書類」を確定申告書に

（根拠法令等） 添付する必要があるが、当該書類はあらかじめ県選挙管理委員会から確

（ ）認を受けることが必要とされている。 租税特別措置法第４１条の１７

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 政治団体に寄附した者

個人情報の対象者 政治団体に寄附した者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助■（ ）8 寄附金額

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 寄附した政治団体の名称及び所在地

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 寄附金（税額）控除のための書類

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 証票の交付事務 １枚中 １枚

公職の候補者等が政治活動のために使用する事務所に看板を掲示する

個人情報取扱事務の目的 場合は、その看板に選挙管理委員会が交付する証票を貼付する必要があ

（根拠法令等） り、公職の候補者等の申請により、証票を交付する。

（公職選挙法施行令第１１０条の５第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（公職者、公職の候補者、公職の候補者となろうとする者）

個人情報の対象者 申請者（公職者、公職の候補者、公職の候補者となろうとする者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（看板を掲示する事務所の所在地 ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 証票交付申請書

されている主な 証票異動届

行政文書の名称 証票交付台帳
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 明るい選挙推進協議会委員人事関係 （ １枚中 １枚）

県民に対する選挙の啓発を行うことにより明るい選挙の実現を図るこ

個人情報取扱事務の目的 とを目的とした秋田県明るい選挙推進協議会の委員を委嘱する。

（根拠法令等） （秋田県明るい選挙推進協議会規約）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員候補者

個人情報の対象者 委員候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ 専門・活動・得意分野

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 委員候補者リスト

されている主な 経歴書

行政文書の名称



- 7 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 選挙啓発ポスター募集事務 （ １枚中 １枚）

小・中・高校の児童生徒の選挙に対する意識を高めるため、明るい選

個人情報取扱事務の目的 挙啓発ポスターを募集し、県審査で入賞者を決定するとともに、その入

（根拠法令等） 賞作品を中央審査（公益財団法人明るい選挙推進協会）に提出する。

（毎年度募集を行う都度作成するポスター募集要項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 作品応募者（小・中・高校の児童・生徒）

個人情報の対象者 作品応募者（小・中・高校の児童・生徒）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第７号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 報道機関

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 入選者名簿及び応募状況調書

されている主な 入選者名簿

行政文書の名称 佳作者名簿
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 １枚中 １枚市町村明推委員等研修会

市町村における明るい選挙推進運動の中核的役割を担う委員等の研

修会を開催する。個人情報取扱事務の目的

（市町村明推委員等研修会開催要領）（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修会出席者

個人情報の対象者 研修会出席者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 出席者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 公民権停止者名簿 １枚中 １枚

検察庁から送付される公職選挙法違反の罪による公民権停止者名簿に

個人情報取扱事務の目的 基づき、当該市町村選挙管理委員会に通知する。

（根拠法令等） （公職選挙法第２５２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公民権停止者

個人情報の対象者 公民権停止者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

公職選挙法第 条)個 3社 会的差別の □法令等( 252
人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 公民権停止者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 検察審査員候補者取扱事務 （ １枚中 １枚）

地方裁判所及びその支部に置かれる検察審査会を構成する検察審査員

（ ） 、個人情報取扱事務の目的 １１人 の候補者を市町村選挙管理委員会がくじで選定した場合には

（根拠法令等） 告示とともに、県選挙管理委員会に通知される。

（検察審査会法第１０条、同法施行令第５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 検察審査員候補者

個人情報の対象者 検察審査員候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

)個 3社 会的差別の □法令等(

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 検察審査員候補者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 県・国政選挙執行のための各種会議関係 １枚中 １枚

県及び国政選挙を執行するに当たって、事前に立候補予定者に対する

個人情報取扱事務の目的 説明会等各種の会議を開催し、立候補手続及び選挙執行事務が滞りなく

（根拠法令等） 行うことができるようにする。

（公職選挙法第８６条、８６条の４、同法施行規則第１２条他）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会議出席者

個人情報の対象者 会議出席者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 ■（ ） 左の個人情報収集の根拠所属政党名

)個 3社 会的差別の ■法令等(公選法第８６条他

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第７号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 報道機関

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 立候補予定者説明会出席者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県・国政選挙の立候補届受付事務 （ ２枚中 １枚）

公職選挙法の規定に基づき、県・国政選挙の告示日に立候補届出を受

個人情報取扱事務の目的 理する。

（根拠法令等） （公職選挙法第８６条、８６条の４、同法施行規則第１２条他）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 立候補者、選挙運動事務員等

個人情報の対象者 立候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（被選挙権 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 ■（ ） 左の個人情報収集の根拠所属政党名

)個 3社 会的差別の ■法令等(公選法施行規則第１２条他

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □(戸籍抄本添付) (戸籍抄本添付)

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第７号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 報道機関

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 候補者届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県・国政選挙の立候補届受付事務 （ ２枚中 ２枚）

公職選挙法の規定に基づき、県・国政選挙の告示日に立候補届出を受

個人情報取扱事務の目的 理する。

（根拠法令等） （公職選挙法第８６条、８６条の４、同法施行規則第１２条他）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 立候補者、選挙運動事務員等

個人情報の対象者 選挙運動事務員等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

)個 3社 会的差別の □法令等(

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（ ）9 選挙運動員として使用される種類・期間

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 選挙運動事務員等届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 政見放送及び経歴放送の実施関係 ２枚中 １枚

公職選挙法の規定に基づき、知事選挙及び国政選挙における政見放送

個人情報取扱事務の目的 及び経歴放送の実施に当たって、収録等が円滑に行われるよう、関係者

（根拠法令等） の把握を行う。

（公職選挙法第１５０条、１５１条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 放送局の政見放送担当者、各政党（各候補者）の政見放送担当者

個人情報の対象者 放送局の政見放送担当者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（勤務先 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

)個 3社 会的差別の □法令等(

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 政見放送実施放送局及び担当者一覧表

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 政見放送及び経歴放送の実施関係 ２枚中 ２枚

公職選挙法の規定に基づき、知事選挙及び国政選挙における政見放送

個人情報取扱事務の目的 及び経歴放送の実施に当たって、収録等が円滑に行われるよう、関係者

（根拠法令等） の把握を行う。

（公職選挙法第１５０条、１５１条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 放送局の政見放送担当者、各政党（各候補者）の政見放送担当者

個人情報の対象者 各政党（各候補者）の政見放送担当者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（勤務先 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 ■（ ） 左の個人情報収集の根拠所属政党名

)個 3社 会的差別の ■法令等(公選法第１５０条

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 政見放送録画時間希望調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 県・国政選挙の選挙会の開催関係 １枚中 １枚

公職選挙法の規定に基づき、当選人等の決定のために県・国政選挙の

個人情報取扱事務の目的 投票日後に、選挙立会人の立ち会いのもとに選挙会を開催する。

（根拠法令等） （公職選挙法第７７条、第８０条他）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 選挙立会人

個人情報の対象者 選挙立会人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（選挙権 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 ■（ ） 左の個人情報収集の根拠所属政党名

)個 3社 会的差別の ■法令等(公選法施行規則第１１条

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 選挙立会人となるべき者の届出書、承諾書、選挙人名簿登録証明書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 捜査関係事項の照会に対する回答 １枚中 １枚

県警本部又は警察署からの捜査に関して関係事項の照会があった場合

個人情報取扱事務の目的 に回答する。

（根拠法令等） （刑事訴訟法第１９７条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 政治団体の役員

個人情報の対象者 政治団体の役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 ■（ ） 左の個人情報収集の根拠所属政党名

)個 3社 会的差別の ■法令等(政治資金規正法第６条

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 回答書（政治団体の各種届出書の写し等）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中 １枚

秋田県情報公開条例第５条の規定に基づく行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う。

（秋田県情報公開条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 公開請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

)個 3社 会的差別の □法令等(

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書公開請求書

されている主な 公開するかどうかの決定に係る決裁文書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中 ２枚

秋田県情報公開条例第５条の規定に基づく行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う。

（秋田県情報公開条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

)個 3社 会的差別の □法令等(

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書の公開に係る意見書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中 １枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示請求に係個人情報の対象者の区分

る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □ ※全て取扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

)個 3社 会的差別の □法令等(

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）※一部取扱う可能性あり

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報開示請求書、個人情報訂正請求書、個人情報利用停止請求書、

されている主な 個人情報取扱是正申出書等

行政文書の名称 開示請求、訂正請求又は利用停止請求に対する決定に係る決裁文書等
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中 ２枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示請求に係個人情報の対象者の区分

る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

開示請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □ ※全て取扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

)個 3社 会的差別の □法令等(

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報の開示に係る意見書

されている主な 意思確認書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成２０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 明るい選挙推進ブロック研修会 １枚中 １枚

市町村における明るい選挙推進運動の中核的役割を担う委員等をブロ

個人情報取扱事務の目的 ック研修会へ派遣する。

（根拠法令等） （公益財団法人明るい選挙推進協会事業計画）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修会出席者

個人情報の対象者 研修会出席者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

)個 3社 会的差別の □法令等(

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 出席者名簿

行政文書の名称



- 23 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 選挙管理委員会組織の名称

登録年月日 平成２０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 市町村明るい選挙推進活動講師派遣事業 （ １枚中 １枚）

市町村における明るい選挙推進活動の活性化を図るため、講師の派遣

個人情報取扱事務の目的 を行う。

（根拠法令等） （秋田県明るい選挙推進協議会事業計画）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 選挙管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

)個 3社 会的差別の □法令等(

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 市町村明るい選挙推進活動講師派遣事業

行政文書の名称



人事委員会
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中 １枚

秋田県情報公開条例第５条の規定に基づき行政文書の公開請求があっ

、 、 。個人情報取扱事務の目的 た場合 公開するかどうかの決定 決定の通知及び公開の実施等を行う

（根拠法令等） （秋田県情報公開条例、秋田県人事委員会が保有する行政文書の公開等

に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 公開請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 請求の理由又は利用目的

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書公開請求書

されている主な 公開するかどうかの決定に係る決裁文書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中 ２枚

秋田県情報公開条例第５条の規定に基づき行政文書の公開請求があっ

、 、 。個人情報取扱事務の目的 た場合 公開するかどうかの決定 決定の通知及び公開の実施等を行う

（根拠法令等） （秋田県情報公開条例、秋田県人事委員会が保有する行政文書の公開等

に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書の公開に係る意見書

されている主な

行政文書の名称



- 3 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中 １枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（同条例、秋田県人事委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示

請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係

る未成年者

個人情報の対象者 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠※全て取り扱う可能性あり

（ ）個 3社 会的差別の ■ 法令等 個人情報保護条例

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 □（ ） ２項該当）※全て取り扱う可能性あり

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □（ ）5 ※全て取り扱う可能性あり

項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6 ※全て取り扱う可能性あり

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □ ※全て取り扱う可能性あり

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9 ※全て取り扱う可能性あり

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報開示請求書、個人情報訂正請求書、個人情報利用停止請求書、個

されている主な 人情報取扱是正申出書等

行政文書の名称 開示請求、訂正請求又は利用停止請求に対する決定に係る決裁文書等
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中 ２枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（同条例、秋田県人事委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示

請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係

る未成年者

開示請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報の開示に係る意見書

されている主な 意思確認書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録事務 ２枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 財務会計システム上、出納業務で使用する債権債務者の情報は、すべ

（根拠法令等） て事前に登録しておく必要があるため。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権者、債務者

個人情報の対象者 債権者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（取引金8
融機関、預金種別、口座番号）

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（媒体･システム名：財務会計オンラインシステム）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：財務会計オンラインシステム

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：財務会計オンラインシステム管理委託

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 債権債務者登録確認票

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的 財務会計システム上、出納業務で使用する債権債務者の情報は、すべ

（根拠法令等） て事前に登録しておく必要があるため。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権者、債務者

個人情報の対象者 債務者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（媒体･システム名：財務会計オンラインシステム）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：財務会計オンラインシステム

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：財務会計オンラインシステム管理委託

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 債権債務者登録確認票

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ５月１１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 一般職非常勤職員の任用事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 一般職非常勤職員の任用に当たって、選考を行う必要があるため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （健康状態）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 履歴書、職務経歴書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 職員採用試験事務 ２枚中 １枚

県の職員を採用するに当たり、受験申込者を募り、その者が職務遂行

個人情報取扱事務の目的 能力を有するかどうかを正確に判断すべく試験を実施し、合格者を決定

（根拠法令等） するもの。

（地方公務員法第１５条、第２０条、第２１条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験申込者、受験者、合格者

個人情報の対象者 受験申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 顔写真

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ 、 ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態 性格5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 ■ 特技 ボランティア活動等、

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 他試験受験状況

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県職員採用試験申込書

されている主な 面接シート（第二次試験受験者のみ）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 職員採用試験事務 ２枚中 ２枚

県の職員を採用するに当たり、受験申込者を募り、その者が職務遂行

個人情報取扱事務の目的 能力を有するかどうかを正確に判断すべく試験を実施し、合格者を決定

（根拠法令等） するもの。

（地方公務員法第１５条、第２０条、第２１条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験申込者、受験者、合格者

個人情報の対象者 受験者、合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：適性検査の判定委託

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 秋田県職員採用試験成績表

されている主な 採用候補者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 警察官採用試験事務 ２枚中 １枚

警察官を採用するに当たり、受験申込者を募り、その者が職務遂行能

個人情報取扱事務の目的 力を有するかどうかを正確に判断すべく試験を実施し、合格者を決定す

（根拠法令等） るもの。

（地方公務員法第１５条、第２０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験申込者、受験者、合格者

個人情報の対象者 受験申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 顔写真

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ 、 ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態 性格5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 ■ 特技 ボランティア活動等、

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（ ）9 過去の警察官採用試験受験状況、他試験受験状況

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 警察官採用試験受験申込書

されている主な 面接シート（第二次試験受験者のみ）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 警察官採用試験事務 ２枚中 ２枚

警察官を採用するに当たり、受験申込者を募り、その者が職務遂行能

個人情報取扱事務の目的 力を有するかどうかを正確に判断すべく試験を実施し、合格者を決定す

（根拠法令等） るもの。

（地方公務員法第１５条、第２０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験申込者、受験者、合格者

個人情報の対象者 受験者、合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：適性検査の判定委託

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 警察官採用試験成績表

されている主な 採用候補者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成２０年 ６月１３日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 職員採用選考事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 各任命権者からの請求に基づき、職員採用の選考を行う。

（根拠法令等） （人事委員会規則４－５第２６条、第３０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者、合格者

個人情報の対象者 受験者、合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ 、 ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態 性格5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 ■ 特技 ボランティア活動等、

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 他試験受験状況

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 選考採用請求書

されている主な 職員採用履歴調書

行政文書の名称 自己紹介
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 不利益処分に関する審査請求に関する事務 ３枚中 １枚

地方公務員法第４９条の２の規定に基づく不利益処分に対する審査請

個人情報取扱事務の目的 求がなされた場合、当該審査請求に対する裁決又は決定を行うための事

（根拠法令等） 務処理をするもの。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審査請求人、代理人、証人

個人情報の対象者 審査請求人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠※全て取り扱う可能性あり

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 □（ ） ２項該当）※全て取り扱う可能性あり

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □（ ）5 ※全て取り扱う可能性あり

項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6 ※全て取り扱う可能性あり

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □ ※全て取り扱う可能性あり

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9 ※全て取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 審査請求書

されている主な 審査請求に対する決定又は裁決書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 不利益処分に関する審査請求に関する事務 ３枚中 ２枚

地方公務員法第４９条の２の規定に基づく不利益処分に対する審査請

個人情報取扱事務の目的 求がなされた場合、当該審査請求に対する裁決又は決定を行うための事

（根拠法令等） 務処理をするもの。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審査請求人、代理人、証人

個人情報の対象者 代理人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □ ※全て取り扱う可能性あり

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 審査請求書

されている主な 審査請求について代理権が授与されたことを証する委任状

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 不利益処分に関する審査請求に関する事務 ３枚中 ３枚

地方公務員法第４９条の２の規定に基づく不利益処分に対する審査請

個人情報取扱事務の目的 求がなされた場合、当該審査請求に対する裁決又は決定を行うための事

（根拠法令等） 務処理をするもの。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審査請求人、代理人、証人

個人情報の対象者 証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠※全て取り扱う可能性あり

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 □（ ） ２項該当）※全て取り扱う可能性あり

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □（ ）5 ※全て取り扱う可能性あり

項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6 ※全て取り扱う可能性あり

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □ ※全て取り扱う可能性あり

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9 ※全て取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 当事者

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 審理調書

されている主な 口述書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 勤務条件に関する措置要求に関する事務 ２枚中 １枚

地方公務員法第４６条の規定に基づく勤務条件に関する措置要求がな

個人情報取扱事務の目的 された場合、当該措置要求についての判定を行うための事務処理をする

（根拠法令等） もの。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 要求者、事案に関係がある者

個人情報の対象者 要求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠※全て取り扱う可能性あり

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 □（ ） ２項該当）※全て取り扱う可能性あり

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □（ ）5 ※全て取り扱う可能性あり

項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6 ※全て取り扱う可能性あり

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □ ※全て取り扱う可能性あり

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9 ※全て取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 措置要求書

されている主な 措置要求に対する判定書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 勤務条件に関する措置要求に関する事務 ２枚中 ２枚

地方公務員法第４６条の規定に基づく勤務条件に関する措置要求がな

個人情報取扱事務の目的 された場合、当該措置要求についての判定を行うための事務処理をする

（根拠法令等） もの。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 要求者、事案に関係がある者

個人情報の対象者 事案に関係がある者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠※全て取り扱う可能性あり

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 □（ ） ２項該当）※全て取り扱う可能性あり

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □（ ）5 ※全て取り扱う可能性あり

項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6 ※全て取り扱う可能性あり

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □ ※全て取り扱う可能性あり

そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9 ※全て取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 当事者

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 審理調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 人事委員会事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ６月２６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 職員からの苦情相談に関する事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 地方公務員法第８条第１項第１１号の規定に基づく職員の苦情を処理

（根拠法令等） するために行うもの。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 人事委員会事務局職員課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申出人

個人情報の対象者 申出人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

2思 想 ・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠※全て取り扱う可能性あり

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 □（ ） ２項該当）※全て取り扱う可能性あり

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □（ ）5 ※全て取り扱う可能性あり

項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6 ※全て取り扱う可能性あり

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）※全て取り扱う可能性あり

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □ ※全て取り扱う可能性あり

そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □（ ）9 ※全て取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号、第６号及び第７号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 苦情相談処理報告書

行政文書の名称



監査委員



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 監査委員事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 普通会計監査 （１枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 県の財務に関する事務の執行が適法・適正に行われるようにするため

（根拠法令等） （地方自治法第１９９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 監査委員事務局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 納税者、資金貸付先、契約上の債務者、土地等の借受先、税外収入未

納者

個人情報の対象者 納税者、資金貸付先、契約上の債務者、土地等の借受先、税外収入未納者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（ ）8 全て取り扱う可能性あり

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 監査資料

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 監査委員事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 企業会計監査 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 県の公営企業の財務に関する事務の執行及び経営に関わる事業の管理

（根拠法令等） が適法・適正に行われるようにするため。

（地方自治法第１９９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を

所 管 す る 組 織 の 名 称 監査委員事務局

個人情報の対象者の区分 土地建物の貸付先・借受先、収入未納者

個人情報の対象者 土地建物の貸付先・借受先、収入未納者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 監査資料

行政文書の名称



- 3 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 監査委員事務局組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 財政的援助団体等監査 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 県が出資・補助・貸付金等の財政援助を与えている団体の当該援助に

（根拠法令等） 係る出納その他の事務が適法に行われるようにするため。

（地方自治法第１９９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を

所 管 す る 組 織 の 名 称 監査委員事務局

個人情報の対象者の区分 監査対象団体役職員、土地建物の貸付先・借受先

個人情報の対象者 監査対象団体役職員、土地建物の貸付先・借受先

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 予備（事前）監査復命書

されている主な 監査資料

行政文書の名称



- 4 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 監査委員事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 住民監査請求事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 県職員の違法・不当な財務会計上の行為に対する住民監査請求の処理

（根拠法令等） （地方自治法第２４２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 監査委員事務局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 住民監査請求者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 住民監査請求書、住民票

行政文書の名称



- 5 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 監査委員事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 会計年度任用職員の採用事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 会計年度任用職員の新規任用

（根拠法令等） （地方公務員法第２２条２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 監査委員事務局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 履歴書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 監査委員事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開請求事務 ２枚中１枚

秋田県情報公開条例第５条の規定に基づき行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う （秋田県情報公開条例、秋田県監査委員が管理する行政文書の公開。

等に関する規程）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 監査委員事務局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 公開請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 請求の理由又は利用目的

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書公開請求書

されている主な 公開するかどうかの決定に係る決裁文書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 監査委員事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開請求事務 ２枚中２枚

秋田県情報公開条例第５条の規定に基づき行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う （秋田県情報公開条例、秋田県監査委員が管理する行政文書の公開。

等に関する規程）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 監査委員事務局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 行政文書の公開に係る意見書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 監査委員事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中１枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 監査委員事務局

所 管 す る 組 織 の 名 称

開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示請求に係個人情報の対象者の区分

る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報開示請求書、個人情報訂正請求書、個人情報利用停止請求書、個人

されている主な 情報取扱是正申出書等

行政文書の名称 開示請求、訂正請求又は利用停止請求に対する決定に係る決裁文書等
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 監査委員事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中２枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 監査委員事務局

所 管 す る 組 織 の 名 称

開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示請求に係個人情報の対象者の区分

る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

開示請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体 □ 独立行政法人等・地方独立行政法

の 区 分 人 □ 法人その他の団体 □ 個人 □（

）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報の開示に係る意見書

されている主な 意思確認書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 監査委員事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 財務会計システム上、出納業務で使用する債権債務者の情報は、すべ

（根拠法令等） て事前に登録しておく必要があるため。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 監査委員事務局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権者、債務者

個人情報の対象者 債権者、債務者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助8
■（取引金融機関・預金種別・口座番号）

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：財務会計オンライン

処 理 形 態 システム ）

オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：財務会計オンラインシステム

）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：財務会計オンラインシステム管理委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 債権債務者登録確認票

されている主な

行政文書の名称



労働委員会
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 不当労働行為救済申立事件関係事務 １枚中 １枚
労働組合や労働者からの不当労働行為救済申立てに基づき、使用者の

個人情報取扱事務の目的 行為に不当労働行為があったかどうかについて審査を行い、不当労働行
（根拠法令等） 為の事実があると認められた場合には、命令を発し、その救済を図る。

（労働組合法、労働委員会規則）
個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称
個人情報の対象者の区分 代理人、連絡担当者、補佐人、証人、申立人組合員、被申立人従業員

個人情報の対象者 代理人、連絡担当者、補佐人、証人、申立人組合員、被申立人従業員
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □
2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社会的差別の ■ 法令等（労委規則 ）
人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第
情 れのある個人情報 ２項該当）
報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2又は 3に該
目 当するものを除

く。)
（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）
個人情報の収集先 □ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の委託 ■ 無
個人情報が記録さ 不当労働行為救済申立書、答弁書、調査調書、和解手続調書、審問調書
れている主な行政 審査事件台帳
文書の名称 代理人申請書、委任状、連絡担当者選任届、補佐人申請書、証人尋問申出書



- 2 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 調整事件関係事務 １枚中１枚
個人情報取扱事務の目的 労働争議の自主解決が困難な場合に、解決のための援助を行う。
（根拠法令等） （労働関係調整法）

個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称
個人情報の対象者の区分 申請者、被申請者及びそれらの関係者

個人情報の対象者 申請者、被申請者及びそれらの関係者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）
」「すべて取り扱う可能性あり

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
（ 、 ）人 ■ 法令等 労調法 労委規則「すべて取り扱う可能性あり」

情 3社会的差別の □ 審査会意見（条例第７条第
報 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ２項該当）

」の れのある個人情報 「すべて取り扱う可能性あり

記 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の
録 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
項 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

」目 「すべて取り扱う可能性あり

（ ）5心 身 の 状 況 □
( 2又は 3に該
当するものを除
く。)

」6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）「すべて取り扱う可能性あり
7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

」■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）「すべて取り扱う可能性あり
（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

」「すべて取り扱う可能性あり

」9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ） 「すべて取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）
個人情報の収集先 □ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 ■ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：パソコン
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の委託 ■ 無
個人情報が記録さ 調整時提出資料等
れている主な行政
文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 労働争議等の事前労働相談事務 １枚中１枚
調整事件、個別労働関係紛争のあっせん事件、不当労働行為救済事件関

個人情報取扱事務の目的 係事務についての事前相談を行う。
（根拠法令等） （労働組合法、労働関係調整法、個別労働関係紛争のあっせんに関する

要綱）
個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称
個人情報の対象者の区分 労働争議等の当事者及びそれらの関係者

個人情報の対象者 労働争議の当事者及びそれらの関係者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □
」「すべて取り扱う可能性あり

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
人 ■ 法令等（労組法、労調法、「すべて取り扱う可能性あり」

情 3社会的差別の 労委規則、個別労働関係紛争あ
報 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 っせんに関する要綱）
の れのある個人情報 □ 審査会意見（条例第７条第「すべて取り扱う可能性あり」

記 ２項該当）
録 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■障害の程度 ■ 健康診断等の
項 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
目 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

」「すべて取り扱う可能性あり

（ ）5心 身 の 状 況 □
( 2又は 3に該
当するものを除
く。)

」6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）「すべて取り扱う可能性あり
7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

」■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）「すべて取り扱う可能性あり
（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

」「すべて取り扱う可能性あり

」9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □（ ） 「すべて取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）
個人情報の収集先 ■ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：パソコン
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の委託 ■ 無
個人情報が記録さ 事前相談記録表
れている主な行政
文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 あっせん員候補者名簿に関する事務 １枚中 １枚
あっせん員候補者の名簿を作成し、公告する。

個人情報取扱事務の目的
（根拠法令等）

個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称
個人情報の対象者の区分 あっせん員候補者

個人情報の対象者 あっせん員候補者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □
2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等
人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第
情 れのある個人情報 ２項該当）
報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2又は 3に該
目 当するものを除

く。)
（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）
個人情報の収集先 □ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の委託 ■ 無
個人情報が記録さ
れている主な行政 履歴書
文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中 １枚
秋田県情報公開条例第５条の規定に基づき行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行
（根拠法令等） う （秋田県情報公開条例、秋田県労働委員会が保有する行政文書の公。

開等に関する規則）
個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称
個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 公開請求者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □
2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等
人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第
情 れのある個人情報 ２項該当）
報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2又は 3に該
目 当するものを除

く。)
（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □
9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（請求の理由又は利用目的）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）
個人情報の収集先 □ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の委託 ■ 無
個人情報が記録さ 行政文書公開請求書
れている主な行政 公開するかどうかの決定に係る決裁文書
文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的
（根拠法令等）

個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称
個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □
2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等
人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第
情 れのある個人情報 ２項該当）
報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2又は 3に該
目 当するものを除

く。)
（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □
（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）
個人情報の収集先 □ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の委託 ■ 無
個人情報が記録さ
れている主な行政 行政文書の公開に係る意見書
文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中 １枚
秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情
（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）
個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称

開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示請求に係る個人情報に個人情報の対象者の区分
含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者、遺族による開示請求に係る死者

開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者個人情報の対象者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □
」「すべて取り扱う可能性あり

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
（ ）人 ■ 法令等 個人情報保護条例「すべて取り扱う可能性あり」

情 3社会的差別の □ 審査会意見（条例第７条第
報 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ２項該当）

」の れのある個人情報 「すべて取り扱う可能性あり

記 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 ■ 健康診断等の
録 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
項 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

」目 「すべて取り扱う可能性あり

（ ）5心 身 の 状 況 □
( 2又は 3に該
当するものを除
く。)

」6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）「すべて取り扱う可能性あり
7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

」□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）「すべて取り扱う可能性あり
（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

」「すべて取り扱う可能性あり

」9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ） 「すべて取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）
個人情報の収集先 □ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 ■（法定代理人、遺族）
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の委託 ■ 無
個人情報が記録さ 個人情報開示請求書、個人情報訂正請求書、個人情報利用停止請求書、個人
れている主な行政 情報取扱是正申出書等
文書の名称 開示請求、訂正請求又は利用停止請求に対する決定に係る決裁文書等
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中 ２枚
秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情
（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）
個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称

開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示請求に係る個人情報に個人情報の対象者の区分
含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

開示請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者個人情報の対象者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □
2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等
人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第
情 れのある個人情報 ２項該当）
報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2又は 3に該
目 当するものを除

く。)
（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □
（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）
個人情報の収集先 □ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の委託 ■ 無
個人情報が記録さ 個人情報の開示に係る意見書
れている主な行政 意思確認書
文書の名称



- 9 -

個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 会計年度任用職員の任用事務 １枚中 １枚
会計年度任用職員の任用に当たって、選考を行う必要があるため。

個人情報取扱事務の目的
（根拠法令等）

個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称
個人情報の対象者の区分 応募者

個人情報の対象者 応募者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □
2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等
人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第
情 れのある個人情報 ２項該当）
報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の
の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2又は 3に該
目 当するものを除

く。)
（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）
個人情報の収集先 □ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の委託 ■ 無
個人情報が記録さ 履歴書
れている主な行政
文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録事務 ２枚中 １枚
財務会計システム上、出納業務で使用する債権債務者の情報は、すべ

個人情報取扱事務の目的 て事前に登録しておく必要があるため。
（根拠法令等）

個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称
個人情報の対象者の区分 債権者、債務者

個人情報の対象者 債権者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □
2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等
人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第
情 れのある個人情報 ２項該当）
報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2又は 3に該
目 当するものを除

く。)
（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助
■（取引先金融機関・預金種別・口座番号 ）

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □
■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第５，６号該当）

個人情報の収集先 ■ 他の実施機関
本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □
■ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 ■ 電磁的記録 ：媒体･システム名 財務会計オンラインシステム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：財務会計オンラインシステム
□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：財務会計オンラインシステム管理委託 ）
の委託 □ 無
個人情報が記録さ 債権債務者登録確認票
れている主な行政
文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 債権債務者登録事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的
（根拠法令等）

個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称
個人情報の対象者の区分 債権者、債務者

個人情報の対象者 債務者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □
2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等
人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第
情 れのある個人情報 ２項該当）
報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の
の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2又は 3に該
目 当するものを除

く。)
（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第５，６号該当）
個人情報の収集先 ■ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □
■ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 ■ 電磁的記録 ：媒体･システム名 財務会計オンラインシステム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有 システム名称：財務会計オンラインシステム
□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：財務会計オンラインシステム管理委託 ）
の委託 □ 無
個人情報が記録さ 債権債務者登録確認票
れている主な行政
文書の名称
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個 人 情 報 取 扱 事 務 登 録 簿

登録簿を作成した 労働委員会事務局事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固有 組織の名称 審査調整課
登録年月日 平成１４年 １月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個別労働関係紛争のあっせん事件関係事務 １枚中１枚
、 。個別労働関係紛争の自主解決が困難な場合に 解決のための援助を行う

個人情報取扱事務の目的 （個別労働関係紛争のあっせんに関する要綱）
（根拠法令等）

個人情報取扱事務を 労働委員会事務局審査調整課
所管する組織の名称
個人情報の対象者の区分 申請者、被申請者及びそれらの関係者

個人情報の対象者 申請者、被申請者及びそれらの関係者
1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □
」「すべて取り扱う可能性あり

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠
（ 、 ）人 ■ 法令等 労調法 労委規則「すべて取り扱う可能性あり」

情 3社会的差別の □ 審査会意見（条例第７条第
報 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 ２項該当）

」の れのある個人情報 「すべて取り扱う可能性あり

記 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■障害の程度 ■ 健康診断等の
録 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行
項 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

」目 「すべて取り扱う可能性あり

（ ）5心 身 の 状 況 □
( 2又は 3に該
当するものを除
く。)

」6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）「すべて取り扱う可能性あり
7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

」■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）「すべて取り扱う可能性あり
（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

」「すべて取り扱う可能性あり

」9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □（ ） 「すべて取り扱う可能性あり

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）
個人情報の収集先 ■ 他の実施機関

本人以外 □ 国・他の地方公共団体
の区分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □
□ 同一実施機関内の利用
目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 ■ 他の実施機関
又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人
□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書・図画・写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：パソコン
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無
指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）
個人情報取扱事務 ■ 無
個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）
の委託 ■ 無
個人情報が記録さ 申請書及び提出資料等
れている主な行政
文書の名称



収用委員会



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 収用委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 収用等裁決等事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 公共事業用地等の取得に関し、公共の利益の増進と私有財産との調整

（根拠法令等） を図り、国土の適正かつ合理的な利用に寄与する （土地収用法）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 収用委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 土地所有者、関係人、準関係人

個人情報の対象者 土地所有者、関係人、準関係人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２、８号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 裁決申請書、明渡裁決申立書、意見書、補償金支払請求書、鑑定書、裁決

されている主な 書、補償金等払渡通知書、和解調書作成の申請書、和解調書、協議の確定申

行政文書の名称 請書、審査請求書



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 収用委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 争訟事務 （ １枚中 １枚）

収用委員会の裁決（損失の補償に関するものを除く）について不服の

個人情報取扱事務の目的 ある者は、秋田県を相手として、裁決取消しの訴えを提起することがで

（根拠法令等） きる （行政事件訴訟法第８条）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 収用委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 土地所有者、関係人

個人情報の対象者 土地所有者、関係人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 訴状、答弁書、準備書面、判決書

行政文書の名称



- 3 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 収用委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中 １枚

秋田県情報公開条例第５条の規定に基づき行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う （秋田県情報公開条例、秋田県収用委員会が保有する行政文書の公。

開等に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 収用委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 公開請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 請求の理由又は利用目的

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書公開請求書

されている主な 公開するかどうかの決定に係る決裁文書

行政文書の名称



- 4 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 収用委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 ２枚中 ２枚

秋田県情報公開条例第５条の規定に基づき行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う （秋田県情報公開条例、秋田県収用委員会が保有する行政文書の公。

開等に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 収用委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書の公開に係る意見書

されている主な

行政文書の名称



- 5 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 収用委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中 １枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（条例、秋田県収用委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 収用委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示

請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係

る未成年者、本人の委任による代理人

個人情報の対象者 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の ■ 法令等 個人情報保護条例

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報開示請求書、個人情報訂正請求書、個人情報利用停止請求書、個

されている主な 人情報取扱是正申出書等

行政文書の名称 開示請求、訂正請求又は利用停止請求に対する決定に係る決裁文書等



- 6 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 収用委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 ２枚中 ２枚

秋田県個人情報保護条例の規定に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（条例、秋田県収用委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 収用委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示

請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係

る未成年者、本人の委任による代理人

個人情報の対象者 開示請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に

係る未成年者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等 個人情報保護条例

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報の開示に係る意見書

されている主な 意思確認書

行政文書の名称



秋田海区漁業調整委員会



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 秋田海区漁業調整委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 漁業権免許に係る事前決定に関する公聴会に係る事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 漁業法に基づく漁場計画の樹立と公聴会に係る事務を取り扱う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田海区漁業調整委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 漁業者

個人情報の対象者 漁業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田海区漁業調整委員会関係綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 秋田海区漁業調整委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 （２枚中１枚）

秋田県情報公開条例第５条の規程に基づく行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う。

（秋田県情報公開条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田海区漁業調整委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 公開請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（請求の理由または利用目的 ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書公開請求書

されている主な 公開するかどうかの決定に係る決裁文書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 秋田海区漁業調整委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 （２枚中２枚）

秋田県情報公開条例第５条の規程に基づく行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う。

（秋田県情報公開条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田海区漁業調整委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書の公開に係る意見書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 秋田海区漁業調整委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 （２枚中１枚）

秋田県個人情報保護条例の規程に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田海区漁業調整委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示請求に係

る個人情報の含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

個人情報の対象者 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出者・相談者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（個人情報保護条例）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報開示請求書、個人情報訂正請求書、個人情報利用停止請求書、個人

されている主な 情報是正申出書等

行政文書の名称 開示請求、訂正請求または利用停止請求に対する決定に係る決裁文書等
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 秋田海区漁業調整委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 （２枚中２枚）

秋田県個人情報保護条例の規程に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田海区漁業調整委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示請求に係

る個人情報の含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

個人情報の対象者 開示請求に係る個人情報に含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報の開示に係る意見書任について

されている主な 意思確認書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 秋田海区漁業調整委員会組織の名称

登録年月日 平成２２年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 秋田海区漁業調整委員会指示に基づく漁業承認に関する事務

（１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 秋田海区漁業調整委員会指示に基づき、漁業承認申請者に関する情報

（根拠法令等） ・事務を取り扱う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田海区漁業調整委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 漁業承認申請者

個人情報の対象者 漁業承認申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 海区委員会承認漁業

されている主な

行政文書の名称



秋田県内水面漁場管理委員会
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 内水面漁場管理整委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 漁業権免許に係る事前決定に関する公聴会に係る事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 漁業法に基づく漁場計画の樹立及び公聴会に係る事務を取り扱う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 内水面漁場管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 漁業者

個人情報の対象者 漁業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 内水面漁場管理委員会関係綴

されている主な

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 内水面漁場管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 （２枚中１枚）

秋田県情報公開条例第５条の規程に基づく行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う。

（秋田県情報公開条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 内水面漁場管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 公開請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（請求の理由または利用目的 ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書公開請求書

されている主な 公開するかどうかの決定に係る決裁文書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 内水面漁場管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 行政文書公開事務 （２枚中２枚）

秋田県情報公開条例第５条の規程に基づく行政文書の公開請求があっ

個人情報取扱事務の目的 た場合に、公開するかどうかの決定、決定の通知及び公開の実施等を行

（根拠法令等） う。

（秋田県情報公開条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 内水面漁場管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公開請求者、第三者情報に係る第三者

個人情報の対象者 第三者情報に係る第三者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政文書公開請求書

されている主な

行政文書の名称



- 4 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 内水面漁場管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 （２枚中１枚）

秋田県個人情報保護条例の規程に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 内水面漁場管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示請求に係

る個人情報の含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

個人情報の対象者 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（個人情報保護条例）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報開示請求書、個人情報訂正請求書、個人情報利用停止請求書、個人

されている主な 情報是正申出書等

行政文書の名称 開示請求、訂正請求または利用停止請求に対する決定に係る決裁文書等



- 5 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 内水面漁場管理委員会組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 個人情報開示請求等処理事務 （２枚中２枚）

秋田県個人情報保護条例の規程に基づく個人情報の開示、訂正及び利

個人情報取扱事務の目的 用停止の請求に対する決定、決定の通知及び開示の実施等並びに個人情

（根拠法令等） 報の取扱いに関する是正の申出及び苦情の申出に対する処理等を行う。

（秋田県個人情報保護条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 内水面漁場管理委員会

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開示・訂正・利用停止請求者、是正申出者、苦情申出・相談者、開示請求に係

る個人情報の含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

個人情報の対象者 開示請求に係る個人情報の含まれる第三者、法定代理人による開示請求に係る未成年者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（個人情報保護条例）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個人情報の開示に係る意見書任について

されている主な 意思確認書

行政文書の名称


